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はじめに 

 四面を海に囲まれた我が国にとって、海運、造船など海事産業は、我が国

の国民生活や産業活動を支える上で重要な役割を担っており、我が国の発展

にとって極めて重要な産業であります。国土交通省としても、海事産業のさ

らなる発展のため、種々の課題に取り組んでいるところであります。 

 まず第一に、安定的な国際・国内海上輸送の確保が重要であります。中で

も外航海運の国際競争力の確保はとりわけ重要であり、国土交通省成長戦略

会議での論議の一環として、「海洋国家日本の復権」をテーマとして掲げられ

たこと等を踏まえ、外航海運検討会を立ち上げ、我が国外航海運の国際競争

力の強化及び我が国外航海運を支える海技人材や造船を含む海事産業クラス

ター全体の連携や競争力強化の検討を行い、今後の施策の方向性等の取りま

とめを行いました。 

また、フェリーや内航海運の活性化、離島航路の維持、海運の次世代を担

う優秀な船員の確保・育成という基本的な問題にも抜かりなく対処していき

たいと存じます。 

 一方、地球温暖化対策に対する社会的要請が高まるなか、海事産業におい

ても積極的に環境対策に取り組んでおり、我が国が有する高い造船技術を生

かし、環境負荷の低い船舶の開発・普及を推進しながら、海洋立国としての

競争力の強化を図っています。 

 以上のように、国土交通省海事局では、現下の社会的な要請に応えるべく、様々

な課題に積極的に取り組むとともに、国民の皆様に海や海事産業を身近なものと

してご理解いただけるよう、広報活動の充実に努めています。 

本年版の「海事レポート」では、第Ⅰ部、第Ⅱ部を通じて海事行政の幅広い各

分野について各種データと現状分析を踏まえ、直面する政策課題への対応をまと

めておりますが、第Ⅰ部において、この一年特に進展の見られた重要な課題であ

る「安定的な国際海上輸送の確保」、「海運における環境問題への取り組み」、

「海賊対策の積極的推進」、「内航海運・フェリー・国内旅客船の振興」、「離

島航路の構造改革の推進」、「海事産業を担う人材の確保・育成」、「国際

的課題への対応」等についてご紹介しています。 
 本書をご覧いただいた皆様方からの忌憚のないご意見をいただくことにより、

海事行政の一層の向上を図るとともに、本書の内容も更に充実したものにしてい

きたいと存じます。  
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